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本調査の対象とする取組

 NPO等による「誘客」の取組が対象

 単なる観光客誘致ではなく、地域や地域の人とのつながりを作ることを意識した取組が対象

• 何らかの形で地域を応援してくれる人を増加させるという文脈で「関係人口」の議論が行われていることから、本調査も取組を幅広に取り上げている

• 語り部、体験等で観光類似のものであっても、地域の人との接点構築に係る取組であれば調査対象

 誘客ターゲットも取組内容に合わせて多彩

• 被災地を訪れたボランティアとの接点の継続的な維持、学校・学生や企業を対象としたもの、マスを対象としたものまで、幅広いターゲットに対する取組を補足

本調査で対象とするNPO等の取組内容について

4

（出所）小田切徳美「『関係人口論』とその展開」より作成
（国土交通省「住み続けられる国土専門委員会」 第6回資料）
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Ⅱ．調査方法



事例調査概要

事例調査対象先

 前頁のフローで抽出した11団体に加え、近隣事例1団体の計12団体に対してヒアリングを実施

 このほか、文献、ウェブサイト、データベース等で他地域事例を広く抽出したあと、効果を上げている1団体の事例調査を実施

 ヒアリング先のサービス・コンテンツの内容は、以下のように多岐に亘っている

 震災・復興関連研修、防災教育、観光、物販、情報発信、交流、コンテンツ制作・イベント支援、民泊仲介、インターン仲介、資金仲介等

5

ヒアリング先 （五十音順） コンテンツ開発 コーディネート その他中間支援 側面支援

岩手大学
 キャンパス設置
 ツアー開発

 コンテンツ発信
 懇談・懇親会開催

 地域の取組への協力
 シンポジウム開催

 他大学連携
 政策提言

wiz  インターン仲介
 クラウドファンディング
 U・Iターン促進

カタリバ  コラボスクール設置  ボランティア・インターン仲介
 企業等連携促進
 資金サポート（寄附金）

三陸DMOセンター  開発等支援  広域連携体制整備
 観光人材育成
 観光関連データ提供

 地域づくり支援

三陸ひとつなぎ自然学校  子どもの遊び場提供
 ボランティアツーリズム
 Meetup Kamaishi

体験村・たのはたネットワーク  コンテンツ発掘
 体験プログラム商品化
 民泊仲介

東北開墾
 「東北食べる通信」発行
 イベント主催

 CSAサービス  食べる通信モデルの全国展開

のんのりのだ物語
 野田村大学運営
 コンテンツ開発支援

 イベント・ツアーコーディネート

根浜MIND  特産品開発
 ツアー受け入れ
 スポーツを通じた交流

 防災・減災への取組
 地域づくり

マルゴト陸前高田  コンテンツ開発支援
 民泊修学旅行
 企業・大学研修
 ツアー開発

宮古観光文化交流協会
 「学ぶ防災」
 イベント・コンテスト開催

 観光事業者等への営業

MORIUMIUS（石巻市）
 体験型宿泊施設運営
 体験プログラム実施

 体験プログラム開発

Ⅲ．事例調査





ヒアリング事例（国立大学法人岩手大学）

取組効果

 震災前の伝統行事やイベントの再開、震災をきっかけとした新たなイベントなどの企画・実行に取り組んでいる。

 上記のイベントを実行する際に、首都圏など他地域の大学との連携を実施している。

他団体との連携

 東京海洋大学と共同で首都圏でのシンポジウムを開催、立教大学・陸前高田市と連携してグローバルキャンパスを設置。

 都市漁村交流プログラムについては、株式会社岩手県北観光と協力して実施した。

取組の成功要因として考えられる点

 岩手大学の学生の自発的な活動もあり、地域に入り込んだ取組を行うことができている点。

 「人を呼び込む」だけではなく、大学での研究結果を還元する取組を実施している点。

 他大学との連携等、地域内にとどまらない活動により広く関係性の構築を図っている点。

三陸復興・地域創生推進機構の組織図

団体概要

7

団体名 国立大学法人岩手大学三陸復興・地域創生推進機構

所在地 岩手県盛岡市上田三丁目18-8

電話番号 019-621-6629

ウェブサイト http://www.ccrd.iwate-u.ac.jp/

機構長

実践領域教育研究領域

三陸復興部門

地域創生部門

生涯学習部門

ものづくり技術教育研究部門

三陸水産教育研究部門

平泉文化教育研究部門

副機構長副機構長

地域防災研究部門

Ⅲ．事例調査





ヒアリング事例（特定非営利活動法人wiz）

取組効果

 「実践型インターンシップ」は、2016年9月～2017年8月に約60名参加、インターンシップ情報発信や普及冊子を作成した。

 クラウドファンディングサイト「いしわり」は、2016年9月～2017年8月に新規プロジェクト9件を掲載した。

 「U・Iターン促進事業」は、紫波町移住・定住施策可能性調査の実施や、地域おこし協力隊採用に関する支援を実施した。

 「勉強会・交流会」は、都内や岩手県内で約30回のイベント・セミナ―等を開催し2015年9月～2016年8月に約1,500名が参加した。

他団体との連携

 「実践型インターンシップ」では岩手県内の民間企業を受け入れ先として連携している。

 「U・Iターン促進事業」は岩手県内の各市町村と連携している。

 地域・教育機関と連携し学生への告知・説明会や「いしわり」への登録を実施している。

取組の成功要因として考えられる点

 実践型インターンシップでは、専属コーディネーターが学生への事前面談などを行い、企業と学生のニーズをうまくマッチングさせている点。企業経営者のパート

ナーとして商品企画や販売戦略に携わるなど、学生が岩手で働くことやキャリアを積むことを実感しやすい内容となっている。

 クラウドファンディングでは、資金調達にとどまらず、岩手の新しい取組、面白い取組を掲載することで、全国に岩手の魅力を発信している点。

団体概要

9

団体名 特定非営利活動法人wiz

所在地 大船渡オフィス 岩手県大船渡市三陸町越喜来字明神道24－2

盛岡オフィス 岩手県盛岡市本宮5丁目10－8－2

代表者名 中野 圭

電話番号 080-9017-7214

ウェブサイト 団体ウェブサイト http://npowiz.org/

「いしわり」ウェブサイト http://ishiwari.iwate.jp/
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ヒアリング事例（認定特定非営利活動法人カタリバ）

取組効果

 東北地方以外の各地域から、「コラボ・スクール」でボランティアやインターンを受け入れることによって、関係人口の拡大を図っている。

 表彰やマスコミでの紹介に加え、各賞の受賞やメディアでの報道がされている。

他団体との連携

 大手有名企業をはじめとして、多数の企業がカタリバに対して教材や備品の寄贈、システムや会場の無償提供、職場訪問等の様々な形での支援、協力を実施し

ている。

取組の成功要因として考えられる点

 大学生と中学生、高校生を「学び」というツールによって結び付け、中長期的な関係を構築している点。

 企業と連携することによって、団体の運営費用の手当てが可能となっていること（広報・ファンドレイジング部を設置し資金調達体制を整備）、寄付する企業側は、

CSRのための外部広報に利用できるなど、お互いにWin-Winの関係を構築している点。

団体概要

11

団体名 認定特定非営利活動法人カタリバ

所在地 東京都杉並区高円寺南三丁目66番3号高円寺コモンズ203

代表者名 今村 久美

電話番号 03-5327-5667

ウェブサイト 団体ウェブサイト https://www.katariba.or.jp/

「コラボ・スクール」ウェブサイト https://www.collabo-school.net/
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ヒアリング事例（三陸DMOセンター）

取組効果

 三陸観光プランナー養成塾の取組では、岩手県内の各地から塾生を受け入れている。

 2017年は沿岸13市町村の観光関係者42人が受講している。2018年3月末までに全5回開催され、岩手県沿岸部各地での視察や講演を通じ、ツアーなどの企画

に向けたノウハウを学んでいる。

他団体との連携

 岩手県内の三陸地域の13市町村や観光協会などと連携して取組を進めている。

組織体制図（2016年3月設立時点）

特徴的と考えられる点

 岩手県が68.6%を出損している公益財団法人さんりく基金に事務局を置くことで、地方公共団体の施策に沿った取組を実施できる点。

 観光振興を担う人材を育成している点。

 観光の知識を持つ外部の人材を受け入れている点。

団体概要
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団体名 三陸DMOセンター

所在地 岩手県盛岡市内丸10-1岩手県商工労働観光部観光課内

電話番号 019-629-5572

ウェブサイト https://ja-jp.facebook.com/sanriku.dmo.center/

企画事業部長 次長 事務局員 補助員

中核コーディネーター（仮称）

観光プロデューサー（仮称）

公益財団法人さんりく基金内
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ヒアリング事例（一般社団法人三陸ひとつなぎ自然学校）

取組効果

 支援活動に農業、漁業、自然体験等の要素を加えたボランティアツーリズムを実施し、釜石市の人々と交流することを通じて、歴史文化、郷土料理、自然など釜

石の魅力を伝えている。

 「食」「農業体験」「鉄道」「漁業体験」「製鉄」「乗馬」「自然体験」「防災」「スポーツ」等、地域資源を活用した体験型コンテンツを用意し、釜石市の魅力を感じられる

体験プログラムが用意されている。

 「Meetup Kamaishi」では、釜石市民が「鉄人」として協力しており、地域住民の協力を得られている。

他団体との連携

 「Meetup Kamaishi」の実施にあたっては、「釜石シティプロモーション推進委員会」を設立し、運営している。釜石市や商工会議所などの協力を受け、事務局を運

営している。

取組の成功要因として考えられる点

 地域の資源を活用した体験型コンテンツを、参加しやすい価格で提供している点。

 釜石市をはじめとした各団体の協力を得て「釜石シティプロモーション推進委員会」を設立し、運営組織を整備した点。

 地域住民の協力によって多様な体験型コンテンツを用意している点。

団体概要
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団体名 一般社団法人三陸ひとつなぎ自然学校

所在地 岩手県釜石市鵜住居町29-17-20

代表者名 伊藤 聡

電話番号 0193-55-4630

ウェブサイト http://santsuna.com/
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ヒアリング事例（特定非営利活動法人体験村・たのはたネットワーク）

取組効果

 近年は毎年度9,000人～10,000人程度が参加している。

 参加全ての取組では地域事業者が指導者となり、複数の取組を組み合わせた教育旅行を実施し、学生との交流を図っている。

 2008年から民泊の受け入れを開始し、県外からの中高生などの教育旅行民泊が増加している。

他団体との連携

 民泊の受け入れ家庭（2015年3月現在で95軒の家庭が参加）との連携のほか、客足が落ち込む冬期間には近隣の宿泊施設と連携し、宿泊客に割安料金で

案内する等の工夫もしている。

 旅行会社の改善要望に積極的に対応しながら各コンテンツを作成、ツアーへの取り込みを進めている。

 田野畑村は、2013年4月1日より津波伝承や防災学習を実施する教育旅行において、村を目的地や滞在地とする学校や旅行代理店に旅行経費（宿泊費・交

通費）の助成を実施している。

取組の成功要因として考えられる点

 震災前から構築したネットワークにより地域の協力を得ながら地域の生業をそのまま提供することで、多様な臨場感あるコンテンツを提供している点。

 顧客の年齢層に合わせて宣伝方法を工夫し、SNSのほか旅行会社のパンフレットを通しても個人旅行客への宣伝を行っている点。

 ガイドを務める地域事業者が生業を活かし、安定的な収入を得られる料金を設定している点。それによりガイドの質の向上が図られ、利用客が増加。

団体概要
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団体名 特定非営利活動法人体験村・たのはたネットワーク

所在地 岩手県下閉伊郡田野畑村羅賀60-1

代表者名 楠田 拓郎

電話番号 0194-37-1211

FAX番号 0194-33-3355

ウェブサイト http://www.tanohata-taiken.jp/index.html

Ⅲ．事例調査





ヒアリング事例（特定非営利活動法人東北開墾）

取組効果

 生産者と消費者（読者）の交流の場を設けることにより、生産者と消費者の交流が生まれた。

 情報と食を結び付けることにより、価値を生み出している点が評価され、2014年度グッドデザイン金賞を受賞した。

 「食べ物付き情報誌」という新しいコンセプトは他の地域にも広がり、全国各地で「食べる通信」が創刊されている。

他の団体との連携

 地元の漁師、農家を自ら発掘・取材を行い、「食べる通信」で特集をしている。

 「食べる通信」の商標管理、知財・システム管理を行う「一般社団法人日本食べる通信リーグ」の設立・運営で中心的な役割を担い、「食べる通信」を発行したい他

団体の支援を行っている。

 公益財団法人日本財団が全国の「食べる通信」の立ち上げ・創刊・普及の協業パートナーとなっている。

取組の成功要因として考えられる点

 「食べ物付き情報誌」という今までにないコンセプトが、消費者にとって魅力的となっている点。

 特集する食材の生産者を、編集部が自らが発掘している点。

 生産者と消費者が実際に交流できる場を提供している点。

団体概要
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団体名 特定非営利活動法人東北開墾

所在地 岩手県花巻市藤沢町446-2

代表者名 髙橋 博之

電話番号 080-9035-8598

FAX番号 0198-33-0971

ウェブサイト 団体ウェブサイト https://kaikon.jp/

「東北食べる通信」ウェブサイト http://taberu.me/tohoku

Ⅲ．事例調査





ヒアリング事例（一般社団法人根浜MIND）

取組効果

 釜石マリンウェーブレスキュースクールを開講し、2017年は7月15日から7月30日まで開催した。

 ボートレスキュー体験会を2017年度に3回実施し、大人と子どもが延べ40名程度参加した。

 避難道「絆の道①」の建設では、2017年度に企業研修や体験学習で約250名が参加し、全長120メートルのうち70メートルを建設した。

 地域団体が主催するスポーツイベントへ参加、協力を実施している。

 県内外の中学校、高等学校から約200名、企業研修や個人を延べ100名受け入れている。

他団体との連携

 英国のNGO「アトランティック パシフィック レスキューボートプロジェクト」と共同でレスキュースクールを主催している。

 避難道整備事業では、海外の金融機関社員や株式会社岩手県北観光、釜石地方森林組合が協力している。

 活動に使用する物品の一部を24時間テレビチャリティ基金や釜石はまゆり会から助成を受けている。

 環境省からの委託事業も受託している。

取組の成功要因として考えられる点

 英国の団体と共同でレスキュースクールを主催し、減災の意識を高める取組を実施している点。

 避難道を整備する取組を実施するなど、釜石市の防災を促進する幅広い取組を実施している点。

団体概要
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団体名 一般社団法人根浜MIND

所在地 岩手県釜石市鵜住居町20-93-18（宝来館内）

代表者名 岩崎 昭子

電話番号 0193-28-2526

FAX番号 0193-28-1288

ウェブサイト https://ja-jp.facebook.com/nebamamind/
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ヒアリング事例（特定非営利活動法人のんのりのだ物語）

取組効果

 「野田村大学」の取組は、授業やイベント（野田村大学祭）を開催することにより、村内外の関係人口が拡大している。

 開学にあたっては、特定非営利活動法人wizが実施するクラウドファンディングサイト「いしわり」で資金調達を実施した。

 目標金額100万円に対して109%の達成率、54名の協力者を集めることができた。

 野田村の村民の世代間交流を活発にさせることを目標とし、村内の多世代の交流が活発化している。

他団体との連携

 「野田村大学」の開学にあたって、特定非営利活動法人wizが実施するクラウドファンディングを活用して活動資金を調達した。

 村内の協力者と、民泊の受け入れ等で連携を実施している。

取組の成功要因として考えられる点

 村民にスポットを当て、地域の「人」の魅力を伝える取組を実施している点。

 野田村の魅力を各学部のプログラムで受講できる「野田村大学」を整備し、大学に通っているように体験・人間としても成長でき、地域活性化にも貢献できるとい

うコンセプトが共感を呼んでいる点。

団体概要
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団体名 特定非営利活動法人のんのりのだ物語

所在地 岩手県九戸郡野田村野田7-116

代表者名 下向 理奈

電話番号 0194-75-3981

ウェブサイト 団体ウェブサイト https://ja-jp.facebook.com/nonnori.story/

http://blog.livedoor.jp/nonnori_story/

「野田村大学」ウェブサイト http://nodamurauniv.wixsite.com/nodamurauniv

Ⅲ．事例調査





ヒアリング事例（一般社団法人マルゴト陸前高田）

取組効果

 民泊は東北沿岸地域で9クラス約360名規模の民泊を受け入れることが可能となっている。2016年には、5校約750名の教育旅行を受け入れた。2017年には、

10校で約1,750名の教育旅行での受け入れを実施している。

 パラスポーツの振興を行っており、アンプティサッカー等のパラスポーツ大会の振興を図っている。

他団体との連携

 民泊を受け入れる際には、陸前高田市内の民家で受け入れを実施しており、陸前高田市民の協力を得て事業を実施している。

 サントリーホールディングスが実施する「チャレンジド・アスリート奨励金」の助成を受けており、連携を実施している。

 今後民泊事業を推進しようとしている普代村に対し、民泊事業に関するノウハウを伝承している。

取組の成功要因として考えられる点

 陸前高田市の民家で受け入れを実施しているため、地域の方々と直接触れ合い、農業体験、漁業体験などを行うことができる点。

 障害者スポーツを積極的に推進しており、2020年に開催する東京パラリンピックの受け入れ先となることが期待される点。

 障害者の修学旅行などを受け入れている点。

 民泊を受け入れようとする県内の他地域からの視察を受け入れる等、先進的な取組として認知されている点。

団体概要
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団体名 一般社団法人マルゴト陸前高田

所在地 岩手県陸前高田市気仙町字土手影138-5 一本松茶屋内

代表者名 大久保 光男

電話番号 0192-22-7410

FAX番号 0192-22-7420

ウェブサイト http://marugoto-rikuzentakata.com/
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ヒアリング事例（一般社団法人宮古観光文化交流協会）

取組効果

 「学ぶ防災」は岩手県外から学生が多く参加（2017年10月末までに130,000人以上が参加）。旅行会社を通さない個人の参加については2016年度に1,000件を

超え、過去最多となった。

 震災遺構「たろう観光ホテル」の6階の窓の外の現在の風景と、震災直後に宮古市田老地区に津波が押し寄せているところを同じ場所から撮影した映像（マスコミ

非公開）を見比べることによって震災の恐ろしさや命の大切さを伝え、参加者の防災意識の向上を図っている。

 季節ごとに宮古市の魅力を感じられるイベントを開催することで、多くの観光客を呼び込んでいる。

他団体との連携

 「学ぶ防災」の取組について、宮古市が中心となり、ガイドの魅力を高める取組や、足が不自由な高齢者でも参加してもらえるよう、エレベーターの設置計画を進

めている。

 宮古市からの支援を受け、岩手県内外でのキャラバン・キャンペーン、マスコミ招待を実施している。

 2018年6月に室蘭・宮古間のフェリーが就航予定である。室蘭観光協会と連携し、事前PRを実施している。

取組の成功要因として考えられる点

 現地に足を運ぶことでしか見られない映像コンテンツを用意することにより、観光客を現地に呼び込む工夫をしている点。

 実際に震災を体験した方たちが防潮堤等を案内することによって、被災地の生の声を観光客に伝えている点。

 四季折々の宮古市の特産品を味わうことや自然を体験する取組を実施しており、地域の魅力を発信している点。

団体概要
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団体名 一般社団法人宮古観光文化交流協会

所在地 岩手県宮古市宮町1-1-80 宮古駅前総合観光案内所内

代表者名 澤田 克司

電話番号 0193-62-3534

FAX番号 0193-62-7030

ウェブサイト http://www.kankou385.jp/

Ⅲ．事例調査





ヒアリング事例（公益社団法人MORIUMIUS）

取組効果

 デザインワークショップを取り入れ廃校となった建物を再生。質の高い体験プログラムも評価され、2016年度のグッドデザイン賞を受賞。

 事業開始後1年間で宿泊者が2,000人以上訪問し、リピーターも多い。

 冬の閑散期には企業内で利用説明会を実施し、モリウミアスの魅力を伝えている。特に母親社員の間で評判が広がっている。

他団体との連携

 改修資金は国内の団体に加え、カタールフレンド基金など、海外の団体からの寄付金で大半を賄った。

 デザインワークショップでは、著名な建築家や、建築を学ぶ国内外の学生の協力を得た。

 民間企業からの出向人材を受け入れ、提携先・販路の拡大、資金調達、運営面までの協力を得ることができた。

 モリウミアスで働くスタッフは旧桑浜小学校の卒業生や町出身者、移住者と多様な人材と連携している。

 地元の小中学校と連携して総合学習を実施している。

取組の成功要因として考えられる点

 海外の団体、著名な建築家、民間企業など多様な団体・個人の協力により立ち上げを進めることができた点。

 質の高い体験プログラムを提供し、将来にわたって継続する関係性を構築している点。

 地域住民の協力により、雄勝町の自然を体験できるプログラムを提供している点。

団体概要
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団体名 公益社団法人MORIUMIUS

所在地 宮城県石巻市雄勝町明神字沼尻13-5

代表者名 立花 貴

電話番号 0225-25-6506

ウェブサイト http://moriumius.jp/

Ⅲ．事例調査





他地域の取組事例（徳島県三好市「にし阿波観光圏」）

取組効果

 三好市を中核自治体とし、徳島県西部の2市2町（美馬市・三好市・つるぎ町・東みよし町）をエリアとする「にし阿波観光圏」（国際競争力の高い魅力ある観光地域

づくりを推進するため、観光庁により認定を受けた観光地）を構成。

 民家に宿泊し田舎暮らしを体験するツアーは参加者数3,000人程度で推移しており、2016年の教育旅行宿泊者数は3,827人であった。

 体験型観光は外国人観光客からの人気も高い。にし阿波観光圏の2016年の外国人宿泊者数は2万3,681人で、5年前の10倍以上に増加している。国別では東

アジアが多く、欧米豪からの小規模富裕層ツアーも増加している。

他団体との連携

 三好市を中核自治体とし、徳島県西部の2市2町（美馬市・三好市・つるぎ町・東みよし町）と連携し「にし阿波観光圏」を構成している。

 行政、民間、第三セクター（一般社団法人そらの郷）に加え、民泊提供者である地元住民とも連携している。

取組の成功要因として考えられる点

 2000年頃から行政と連携し、地域全体を売り込む活動（地域資源を活かしたイベントの企画・海外でのプロモーション等）を行うなど、いち早く国内外からの誘客

に取り組んできた点。

 外国人観光客に関しては、外国語パンフレットの作成、外国語案内看板の設置等による受け入れ態勢の整備を行うとともに、東洋文化研究者アレックス・カー氏

の協力を得るなど、海外での知名度向上に取り組んでいる点。 2009年3月に発行されたミシュラン・グリーンガイド・ジャポンには、大歩危祖谷地区が掲載され、

「西祖谷（祖谷渓）」が2ツ星を獲得した点。

 そらの郷が民泊提供者である地元住民に教育旅行宿泊の誘致に有利とされている「農林漁家民宿の営業許可」の取得を推進し、マニュアル作成などにより支援

している点。同営業許可を取得することで、旅行会社や学校からの信頼が増すうえ、企業の研修や修学旅行生の家族なども宿泊可能になる。

団体概要
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団体名 一般社団法人そらの郷

所在地 徳島県三好市池田町サラダ1893-1

代表者名 大柿 兼司

電話番号 0883-76-0713

FAX番号 0883-72-0753

ウェブサイト http://nishi-awa.jp/

Ⅲ．事例調査



課題

課題

 ヒアリングでは、それぞれのNPO等が抱えている課題、さらには周囲や他地域の団体との関係も含めて解決することで成功につながると考えられる課題につい

て聴取・議論を行った。

 ヒアリングで指摘された課題：

 組織運営

• 設立から日が浅く、組織運営ノウハウが未熟、NPOに詳しいコンサルタントが少なく相談できていない

• 管理業務のために本来の事業の時間が削られてしまう、業務効率化のためのIT活用が十分図れていない 等

 人材

• 雇用情勢もあり人の確保が困難、事業を遂行できる人材が不足している、人材育成に時間がかかる

• ○○さんに会いたいということでリピーターになる人も多く、替えがききにくい 等

 資金

• 復興関連の助成を受けており、助成がなくなると事業が回らない

• 公的機関からの受託事業として継続的に展開しているが、年度毎の事業であり、将来予算がつかない場合が不安 等

 情報

• 周囲や他地域の団体がどんなことをやっているか分からないし、情報交換する機会がほとんどない

• 国の助成金等多様な支援制度があるが、自治体でもすべて網羅的に把握するのも難しく、うまく利用できていないのではないか

• 使えていない地域内の資源、連携できていない民間事業者や中間支援者等の団体があると考える 等

 需要開拓

• 震災から相応の年月が過ぎ、提供する震災や防災教育関連コンテンツの利用者が減少傾向

• リピーターはそれなりにいるものの、新規需要落ち込みから参加人数が減っている状況

• 「景色が良い」等だけでなく、他とどう違うのかを発信していく必要

• 潜在的な利用者へのアプローチ、利用対象者へのマス的なアプローチができていない /労力がかかり過ぎ、小所帯での対応は限界あり 等

 地域一体となった取組意識の醸成

• 地域内の人をやる気にさせるのが一苦労（やる気がある人が浮くことも）

• 県北・県南での意識違い、市町村内での意識の違いがあり、協力体制の構築が難しい

• 自団体のやっていることが地域にとってどのような意義・効果があるのかという点を把握したいが、自団体のみならず他団体との取組も併せて関係人口の拡大に
役立っていることもあり、把握するのが難しい 等
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Ⅳ．課題と解決の視点



課題解決の視点・対応策

課題解決の視点・対応策

 ヒアリングでは、課題を解決して事業を軌道に乗せるための視点・具体的な対応策について、聴取・議論を行った

 ヒアリングで得られた課題解決の視点・対応策：

 組織運営について

• 別団体の運営にも携わった経験・ネットワークを活用している

 資金

• クラウドファンディングをコンテンツ制作時に活用している

 需要開拓

• 口コミ、利用者からの紹介や来県したボランティアをうまく活用し利用者拡大につなげている

• 東京等大都市圏における交流イベント等により関係性の維持・拡大、リピートにつなげている

• 風景や食べ物等の地域資源そのものよりも、地域の“人”を前面に出すことで、地域の魅力に深さを増すことができ、アピール力向上につながっている

• 臨場感あるコンテンツにしたり、観光とセットにすることで魅力を高めている

• 問い合わせ時にニーズをあぶり出しオーダーメイドでプログラムを提示する /利用者からのフィードバックを活かして利用者と一緒に次回企画の検討を行う

 地域一体となった取組意識の醸成

• 自団体コンテンツの利用拡大ではなく、地域の発展を第一の目的と置いているため、協力者を得やすい

• 地域内の協力者にメリットを見せ・還元することで、一体的な取組の維持・拡大を図る

• 地域の漁師や農家等が普段生業にしていることにあまり手を加えないプログラムとすることで、地域の方々の負担を減らすことができるとともに、都会の方々にも
新鮮に受け止めてもらえる

• 他団体連携、地域をまたいだプロジェクトによりバリューアップを図っている

（なお、前ページにあった「人材」「情報」に関しては、NPO等やそのメンバーの外部ネットワークの活用により補っている団体がほとんどであった）
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Ⅳ．課題と解決の視点



課題解決方策の分析

ヒアリングで得られた「課題」と「課題解決の視点・対応策」を照らし合わせ

て分析し、来年度以降の支援の方向性への示唆を得る

 組織運営・人・資金・情報といったNPO等組織運営面の幅広い課題が挙げられ

たが、団体によってはネットワーク等を活用して対応を行っている。

 人材と資金については各団体共通の課題となっている。

• 「東北事業型NPOの未来に向けた提言」 （平成29年度地域づくりハンズオン

支援事業）においても、財源の不安定さや人材の採用・育成・定着の仕組みが

共通の大きな課題として指摘されている。

 団体によっては外部協力者の活用により組織の人材不足を補う、クラウドファ

ンディングを活用するといった対応により事業運営の円滑化を図っている。

• ただし、NPO等の外部との接点はその役職員の持つネットワークの大きさに

左右されている。小体のNPO等ではネットワーク拡大や、関連する情報へのア

クセスに割く体力・時間の捻出にも課題が生じている状況である。

 関係人口拡大に向けたNPO等の事業運営を成功に導くためには、NPO等の

運営面のサポートを行う仕組みの構築が求められる。

 需要開拓については、震災関連コンテンツへの関心低下が大きな課題となって

いる一方、対策を講じて需要拡大を図っているNPO等も見られた。

 利用者からのフィードバックやオーダーメイド、“人”を前面に出すことで「その

地にしかない」魅力あるコンテンツの創出につなげている事例もあり、来県者

の増加や口コミによる利用者拡大につながっている。

 震災関連コンテンツであっても他の観光資源との組み合わせによる相乗効果

でコンテンツ全体の魅力を向上させている事例もあった。

 単一コンテンツのみの提供では限界があるが、他団体や民間の取組と連携を

促進することが需要拡大、ひいては関係人口拡大に効果ありと考えられる。

 関係人口拡大のためには、受け入れる地域が一体となって取り組む必要がある

が、地域内での意識の違いが課題となっている。

 コンテンツとして生業をそのまま提供することで漁師や農家の負担を軽減した

り、収入面等のメリットをきちんと見せることが、協力者を得るポイント。

 関係人口拡大が地域の発展につながるという大前提を関係者で共有すること

が地域一体となった取組には不可欠。
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課題 課題解決の視点・対応策

組織運営

• 運営ノウハウが未熟
• NPOに詳しいコンサル不足

• 効率化のためのIT活用

• 別団体での経験・ネットワーク

人材

• 人材確保・人材育成
• リピーターは“人”に付く

• 外部協力者ネットワークの活用

資金

• 行政による助成が不可欠
• 受託が年度毎で不安定

• クラウドファンディングの活用

情報

• 周囲や他地域の取組情報不足
• 多様な支援制度の把握
• 未活用資源（地域資源、中間支援者等）

• 外部ネットワークの活用

需要開拓

• 震災・防災関連コンテンツへの関心低下
• 新規需要落ち込み
• 「景色」以外の差別化要素
• 潜在的利用者へのマスアプローチ

• 利用者からのフィードバック活用
• オーダーメイド、“人”を前面に
• 口コミ、交流イベント

地域一体となった取組意識の醸成

• 地域内の人のやる気
• 地域間、地域内での意識の違い
• NPO等の取組意義・効果把握

• 協力者メリットを見える化
• 地域の負担軽減（生業の活用）
• 他団体連携・広域連携
• 地域の発展を第一の目的に

Ⅳ．課題と解決の視点





次年度（2018年度）以降の岩手三陸地域における取組の方向性の検討

方向性の検討と次年度以降の取組の提案

 次年度（2018年度）以降岩手三陸地域の関係人口拡大のためのNPO等がどのような方向性で誘客の取組を行っていくべきかについて検討する。

 震災から7年が経過し、震災・防災関連のコンテンツへの関心が低下しつつあるなか、現状の延長線上ではなく「非連続的」に取組を発展させるためには、各

NPO等の事業を個々に支援するというだけでなく、地域内外での「連携/ネットワーク構築」をキーワードとしたサポートを検討することが必要である。

• ごく小さな組織が事業展開を行っているという制約から、NPO等の取組がそれぞれ現状の延長線上で拡大していくという絵姿を描くには限界がある。NPO等への

ヒアリングにおいても、自団体の事業展開について将来的な不安を抱く声が多く聞かれた。

• 一方で、地域内での様々なネットワークを構築・活用することにより、コンテンツの多様化・柔軟化を図ったり、利用者が利用者を呼ぶサイクルを構築したりと、事業
を自走化させつつあるNPO等もある。

 次年度以降実施すべき取組・サポートとして、以下の5点を提案する。

① 岩手県においては、中間支援の核となる「いわて連携復興センター」等の団体が、これまでの事業展開を通じて様々な知見・ノウハウを構築している。このような

中核的な団体のほか、岩手大学等地域の大学の持つ他大学とのネットワーク等や国内外のネットワークを活用し、こういった核となる団体が地域内の「連携」を促

進していくことについてのサポート行う。

② 連携/ネットワーク構築については、団体間や地域の事業者との間のもののほか、地域の大学（研究成果を含む）やイベント、その他の地域資源を軸として複数団

体の取組の連携/ネットワーク構築を組成するという方向性も考えられる。

③ ターゲット層へのアプローチの点では、個々の団体による発信に留まっているところを、プラットフォーム（PF）を設置する、既存PFを活用するなどして団体間の送

客を可能にしたり、利用者の動線を分析してより効率的・効果的に誘客を行う仕組みの構築を行う必要がある。これに対してのサポートを行う。

また、利用者とその知人・友人などとの東京での交流会等、大都市圏における関係性の維持・拡大の取組は有効であり、これに対してのサポートも検討する。

④ 少子高齢化が進む国内のパイを他地域と奪い合うという構図に陥らないよう、インバウンドにも着目することが必要。既存のインバウンド関連事業成果を活用した

インバウンドの誘客活動の拡大の取組についてもサポートを検討する。

⑤ 基盤づくりのうち、資金面についてはコンテンツづくりにおけるクラウドファンディング活用や、取組全体におけるコミュニティファンドやSIB等の仕組みの活用（ただ

し中長期的な検討が必要）も検討すべきと考える。
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次年度以降の取組提案・サポート内容 基盤づくり コンテンツづくり 顧客づくり

①地域の中核団体の活用 • 人材育成、組織運営支援 • 他団体事例の情報共有、ビジネスマッチング • 他地域大学とのネットワークの活用

② 複数団体の連携・ネットワーク構築
• 広域・大型イベントとの連携
• 広域地域資源（「三陸ジオパーク」）の活用

③ 効率的・効果的な誘客の仕組み構築
• プラットフォーム（PF）設置・活用
• 地域外での交流会等

④ インバウンドの誘客活動拡大 • 既存の関連事業成果の活用 • 既存の関連事業成果の活用

⑤ 資金面の検討 • コミュニティファンド、SIB等の検討 • クラウドファンディング活用

Ⅵ．次年度以降の取組



次年度以降の取組について

次年度以降の具体的な取組検討テーマの抽出

 前ページの5つの取組提案について現状を整理した。既に行われている事項は取組継続とし、次年度の取組・サポートが新たに必要・特に必要と考えられる事項

について下表の通り抽出した。それぞれについて、次ページ以降具体的に記載する。
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取組提案・サポート内容
現状 次年度以降の取組・サポート

区分 具体的内容

① 地域の中核団体
の活用

基盤 • 人材育成、組織運営支援
• 三陸DMOセンターによる人材育成事業のほか、各種団体
の研修・セミナー、コンサル派遣事業等がある

• 新しい東北のウェブサイトにおいて支援情報を提供
• 次年度以降も取組継続

コンテンツ
• 他団体事例の情報共有、
ビジネスマッチング

• いわて連携復興センターにより取組実施中 • 次年度以降も取組継続

顧客
• 他地域大学とのネットワークの
活用

• 各NPO等においては、ボランティアで来県した学生の口コ
ミ・SNS発信によりコンテンツ利用者を拡大

• 岩手大学と他大学との連携開始
• 次年度以降も取組継続

② 複数団体の連携・
ネットワーク構築

コンテンツ

• 広域・大型イベントとの連携
• 2019年度に「三陸防災復興プロジェクト2019」「ラグビー
ワールドカップ」が予定されているが、関連する誘客活動等
の取組は今後検討

• 交通インフラが整備され地域の注目度も向上する
2019年度に向けて取組を実施

【次年度取組の提案①】

• 広域地域資源（「三陸ジオパー
ク」）の活用

• 三陸ジオパーク関連の取組は個々の観光事業者やNPO

等が実施しているが、今後ジオパーク認定を維持するため
には一体となった取組が求められている

• 2019年に認定の再審査が控えており、そこまでに一体
的な取組を実施する必要．産学官連携によるプログラ
ム整備を実施 【次年度取組の提案②】

③ 効率的・効果的な
誘客の仕組み
構築

顧客

• プラットフォーム（PF）設置・活用

• 各NPO等でウェブサイト構築、SNS活用を実施

• 個々の取組にとどまる上に、更新に手が回らないケースや
データを活用できていないケースが散見

• 設立間もない三陸DMOのサイト構築が今後想定され
るこの機に、NPO等のコンテンツ情報集約から販売・管
理・DB分析に一貫して対応できるPF設置を検討

【次年度取組の提案③】

• 地域外での交流会等
• 各NPO等自身や県・いわて連携復興センターで対応中

• 復興庁の共創力イベント
• 既存事業、復興庁事業を積極活用

【次年度取組の提案④】

④ インバウンドの誘客
活動拡大

コンテンツ/

顧客
• 既存の関連事業成果の活用 • 「交流拡大モデル事業」「岩手県を中心とした北東北イン

バウンド誘客推進調査・検討等業務」が実施されている
• 事業成果を活用して防災関連国際会議等での試行・
拡大等を検討 【次年度取組の提案⑤】

⑤ 資金面の検討

基盤
• コミュニティファンド、SIB等の
検討

• 財源の不安定さは、各NPO等に共通する大きな課題
であり、長期的な検討が必要

コンテンツ • クラウドファンディング活用
• 多くの団体では活用経験なし
• 手厚いサポートを行う地域のクラウドファンディング事業者で
は人材不足の状況

• 地域に根差したクラウドファンディング事業者の周知・活
用促進と、事業者の人材育成を並行して実施

【次年度取組の提案⑥】

Ⅵ．次年度以降の取組



複数団体の連携・ネットワークの構築（1/2）

広域・大型イベントをフックとしたネットワークの構築・連携促進

 三陸防災復興プロジェクト2019

 2019年3月の三陸鉄道久慈－盛（大船渡市）間の一貫経営開始後、6

月から68日間、被災した三陸沿岸部の復興状況を国内外に発信する

「三陸防災復興プロジェクト2019」開催で、多数の来訪者を見込む

 岩手三陸の沿岸部全体が会場となって、様々なプログラム・体験イベン

トが開催される予定

 実際のプログラム・体験イベントの企画、実行時においては、観光事業

者のみならず、地域で活動している各NPO等が開発・コーディネートし

たコンテンツが提供されることが想定される

 ラグビーワールドカップ

 2019年9月からはじまるラグビーワールドカップは、日本全国12か所で

開催。東北地方では釜石が唯一の開催地

 ワールドカップに先立つ連携イベントなども開催されており、徐々に開催

気運が盛り上がってきているところである

 国内外から多数の来訪者が見込まれているが、釜石市や隣接する大槌

町を合わせても多数見込まれる宿泊客を受け入れるキャパシティがな

いことから、岩手県全体での対応を検討する必要が生じている

三陸防災復興プロジェクト2019の概要

開催場所
• 岩手県沿岸部の 13市町村全体を会場とするオープン
エリア型（上記のほか、県内各市町村との連携も図る）

開催内容

・防災・復興の記憶と記録を伝える取組の実施、感謝を
伝え復興に向けた力を発信する文化芸術企画

・いわて・さんりく型「学びの旅」の提供、「美味い三陸。ご
ちそうさんりく。」の形成と定着、海とジオ（地球）の魅力
再認識・発信、「三陸鉄道・旅物語」の展開

・広域観光ゾーンの設定と観光情報発信拠点の設置、地
域の魅力と潜在力を表すイベントの開催

開催期間 • 2019年6月1日（土）～8月7日（水）まで 68日間

（出所）三陸防災復興プロジェクト2019実行委員会「三陸防災復興プロジェクト2019基本計画」

岩手三陸
連携会議

いわて連携
復興センター

三陸DMO

センター

（出所）釜石市「釜石鵜住居復興スタジアム（仮称）整備基本設計（案）」（2016.5）

釜石鵜住居復興スタジアム（仮称）の完成イメージ図

 具体的な実施事項
 2018年度に以下の準備を行い、交通インフラが、国内外の多数の来訪者が見込
まれる2019年度の広域・大型イベントを迎える

 併せて、上述の取組に対する国・自治体の支援を検討する

交通インフラ
整備

国内外からの
来訪客急増

地域の注目度
急上昇

コンテンツ/顧客
づくりの好機

三陸防災復興プロジェクト
ラグビーワールドカップ

必要な取組 2018年度
上期 下期

各NPO等団体のコンテンツの内容充実 ブラッシュアップ支援 改善策検討・実行

団体同士の連携強化の取組 交流促進

来訪者の周遊・回遊を促す広域コンテンツ開発 取りまとめ体制検討 広域コンテンツ開発

NPO等

NPO等

NPO等

連携・広域化
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Ⅶ．次年度必要になると
想定する取組内容 ①














